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第第第第１１１１    実施事業実施事業実施事業実施事業のののの概況概況概況概況    

    

    国において、審査支払機関の在り方についての基本的な検討が開始される等、国保を巡

る環境が大きく変化する中、国保連合会は、平成２２年度「経費の節減」、「審査の充実・

強化」、「人材の育成」の３点を重点に事業運営を行った。 

 あわせて、ＩＴ化の急速な進展に伴い、データ管理の安全・確実性が求められることか

ら、情報セキュリティ体制の強化にも取り組んだ。 

 

・  経費節減については、中期経営計画の達成状況を半期毎に点検し、旅費、需用費等の

事務的経費を前年度に比べ７，１１６千円削減するとともに、国保、後期高齢者医療の

電算処理委託料単価の引下げにより、１６，４９７千円の経費を削減した。事務事業の

見直しや職員、嘱託・臨時職員等の配置を見直すことにより、嘱託職員４名、パート職

員６名を減員し１４，８１８千円の人件費を削減し、安定した財政運営の確立に努めた。

また、総務課の「庶務係」を「総務企画係」に改称するとともに審査部門から職員を１

名増員し、予算の執行管理と事業の調整機能を強化した。 

 

・  審査の充実・強化については、医療機関等にレセプトの電子請求を勧奨するとともに、

紙による審査からパソコンによる画面審査へとシフトし、審査委員による審査及び職員

による審査事務共助の効率化を図った。電子請求の勧奨により医療機関等からのレセプ

トの電子請求率は、平成２２年４月請求分では８８．８９％であったが、平成２３年３

月請求分では９４．２７％と、５．３８ポイント伸び、審査委員会における紙レセプト

での審査件数減少に寄与した。審査委員の画面による審査割合の増加に伴い、従来、職

員の目により点検していた項目についても、順次システムによるチェックへ変更した。

また、介護保険においては、医療保険に先行して縦覧点検を実施し、平成２２年度の過

誤額は７４，３６４千円となった。 

 

・  人材育成については、職員６名が専門学校において複式簿記を受講し、複式簿記会計

の円滑な導入に努めた。また、従来からの一般研修、階層別研修に加えて、石川元副知

事を講師に招き、「法制執務・契約事務研修」を６回に分けて開催し、職員の資質向上

に努めた。 

    

・  国保連合会は、医療保険・介護保険・特定健診等の個人情報を大量に保有している。

あわせて、紙情報から電子情報への移行が急速に進んでいる。このため、情報セキュリ

ティポリシーを定めるとともに、情報セキュリティ管理規程の制定、個人情報保護規則

の改正及びポリシーに基づいた職員の実施手順書を作成、実行する等、情報セキュリテ

ィ対策を徹底強化した。 

    

    



第第第第２２２２    主主主主なななな実施事業実施事業実施事業実施事業    

（１） 国民健康保険事業・後期高齢者医療事業 

① 電子レセプトの普及に対応した審査事務共助を効率的に行うため、システムによ

る「点数表の解釈」に基づいた算定ルールのチェック、及び審査支援項目に関する

チェックを増強した。また、審査担当職員に対して審査の専門的な研修を実施し、

効果的な審査事務共助を行った。 

② レセプト画像検索システムにおいて、検索スピードの高速化等の改修を行い、保

険者の利便性を図った。 

③ 査定率は、国保０．０８８％、後期高齢者医療０．１１７％と前年度と同水準で、

中期経営計画の目標値を０．０１５ポイント下回った。 

      

国民健康保険審査支払の状況 

イ　件数（医科+歯科+調剤+訪問看護）

年度 受付 返戻 決定 過誤 確定
前年比

（伸び率）

20年度 4,995,248 17,942 4,977,306 29,935 4,947,371 -

21年度 4,993,099 13,267 4,979,832 24,734 4,955,098 0.16%

22年度 5,006,189 12,545 4,993,644 22,809 4,970,835 0.32%

※4月審査分～3月審査分（退職者医療を含む）

（単位：件）

    

ロ　費用額（医科+歯科+調剤+訪問看護） （単位：千円）

年度 受付 返戻 請求 増額 減額

20年度 113,730,341 954,655 112,775,686 499 88,507

21年度 115,718,011 778,449 114,939,562 337 84,101

22年度 118,871,189 896,898 117,974,291 535 85,782  

決定 過誤 確定
前年比

（伸び率）

112,687,823 1,157,368 111,530,455 -

114,855,798 1,261,860 113,593,938 1.85%

117,889,044 1,266,080 116,622,964 2.67%

※４月審査分～３月審査分（退職者医療を含む）  

ハ　査定率（医科+歯科） （単位：点）

年度 請求 減点
査  定  率

（減点/請求）

20年度 9,249,224,585 8,697,604 0.094%

21年度 9,376,466,264 8,334,774 0.089%

22年度 9,639,937,743 8,501,937 0.088%

※４月審査分～３月審査分（退職者医療を含む）  

 

 

 

 

 

 

 

 



ニ　支払額（柔整を除く） （単位：千円）

年度 国民健康保険 諸公費 老人保健 合　計
前年比

（伸び率）

20年度 90,506,096 2,991,514 18,993,943 112,491,553 -

21年度 91,736,714 3,308,921 7,259 95,052,894 -15.50%

22年度 95,106,847 3,350,377 27,828 98,485,052 3.61%

※３月審査分～２月審査分
※老人保健制度は、平成２０年３月廃止  

  

 

後期高齢者医療審査支払の状況 

イ　件数（医科+歯科+調剤+訪問看護） （単位：件）

年度 受付 返戻 決定 過誤 確定
前年比

（伸び率）

20年度 4,326,916 10,150 4,316,766 6,597 4,310,169 -

21年度 4,563,642 8,419 4,555,223 6,474 4,548,749 5.54%

22年度 4,672,713 8,167 4,664,546 5,566 4,658,980 2.42%

※４月審査分～３月審査分  

ロ　費用額（医科+歯科+調剤+訪問看護） （単位：千円）

年度 受付 返戻 請求 増額 減額

20年度 150,148,556 90,087 150,058,469 702 143,791

21年度 159,924,533 1,028,157 158,896,376 210 147,492

22年度 168,123,257 1,160,094 166,963,163 550 160,825  

決定 過誤 確定
前年比

（伸び率）

149,015,380 827,907 148,187,473 -

158,749,094 1,215,888 157,533,206 6.31%

166,802,888 1,000,444 165,802,444 5.25%

※４月審査分～３月審査分  

ハ　査定率（医科+歯科） （単位：点）

年度 請求 減点
査  定  率

（減点/請求）

20年度 12,194,284,057 14,034,675 0.115%

21年度 12,925,003,990 14,577,526 0.113%

22年度 13,624,972,625 15,986,941 0.117%

※４月審査分～３月審査分  

ニ　支払額（柔整を除く） （単位：千円）

年度 後期高齢者医療 諸公費 合　計
前年比

（伸び率）

20年度 113,730,652 337,876 114,068,528 -

21年度 142,690,133 417,754 143,107,887 25.46%

22年度 150,611,573 416,579 151,028,152 5.53%

※３月審査分～２月審査分
※２０年度は５月審査から２月審査の１０ヶ月分  

 

 

 

 

 



（２） 介護保険事業 

介護事業所からの請求内容の点検を行うとともに、県からの事業所情報、保険

者からの受給者情報と事業所からの請求内容との突合チェックを行う等、適正な

審査支払業務に努めた。 

 

介護保険審査支払の状況 

 

イ　件数　（介護給付費明細書） （単位：件）

年度 受付 返戻 決定 過誤 確定
前年比

（伸び率）

20年度 1,303,223 20,896 1,282,327 5,959 1,276,368 -
21年度 1,375,391 22,854 1,352,537 6,445 1,346,092 5.46%
22年度 1,450,424 18,973 1,431,451 8,881 1,422,570 5.68%

※４月審査分～３月審査分  

ロ　費用額 （単位：千円）

年度 受付 返戻 請求 増額 減額

20年度 76,311,499 759,732 75,551,767 - 48,211

21年度 82,562,742 860,277 81,702,465 - 50,853

22年度 87,566,858 756,295 86,810,563 - 42,153  

決定 過誤 確定
前年比

（伸び率）
査定率

（減額/請求）

75,503,556 25,760 75,477,796 - 0.064%

81,651,612 51,094 81,600,518 8.11% 0.062%

86,768,410 40,999 86,727,411 6.28% 0.049%

※４月審査分～３月審査分  

ハ　支払額 （単位：千円）

年度 介護給付費
高額介護

サービス費
特定入所者

介護サービス費

公　　費
負担医療

合計
前年比

（伸び率）

20年度 71,490,120 141,729 3,371,317 647,727 75,650,893 -
21年度 76,923,674 165,137 3,496,418 738,112 81,323,341 7.50%
22年度 81,505,594 186,786 3,652,890 815,145 86,160,415 5.95%

※３月審査分～２月審査分  

 

ニ　認定者数、受給者数及び被保険者数 （単位：人）

１号被保険者数 ２号被保険者数 合計
20年度 58,581 48,587 - - -
21年度 60,796 50,939 316,373 227,575 543,948
22年度 62,915 53,046 316,210 233,587 549,797

※各年度の３月末現在 ※１号被保険者：６５歳以上
   ２号被保険者：４０歳以上

年度 認定者数 受給者数
被保険者数

 

 

 

介護給付適正化推進事業 

      保険者業務を軽減するため、平成２１年４月～平成２２年３月サービス分を対

象に国保連合会で縦覧点検を実施し、７４，３６４千円の減額効果をあげた。 

 

 

 

 



【縦覧点検確認結果表】
保険者名 過誤件数（件） 過誤単位数（単位） 過誤金額（円）

大分市 271 2,561,984 17,980,984

別府市 142 853,846 6,496,890

中津市 65 385,313 3,135,189

日田市 77 472,905 4,282,581

佐伯市 102 638,138 5,368,438

臼杵市 43 330,895 1,897,027

津久見市 45 357,709 2,142,435

竹田市 45 1,075,554 5,621,996

豊後高田市 24 365,001 1,910,209

杵築市 41 405,862 2,815,608

宇佐市 57 473,818 4,272,536

豊後大野市 84 885,603 6,984,351

由布市 30 164,678 1,152,822

国東市 50 708,177 3,975,603

姫島村 5 6,542 65,420

日出町 22 358,404 2,527,476

九重町 13 138,699 1,174,561

玖珠町 21 439,701 2,560,069

合計 1,137 10,622,829 74,364,195

※平成２１年４月サービス分～平成２２年３月サービス分について
　 縦覧点検を実施  

 

 

（３） 障害者自立支援事業 

     国保中央会が構築した障害者自立支援給付支払等最適化システムにより、障害

福祉サービス事業所からの請求内容の点検を行い、的確に請求支払業務を実施し

た。 

 

障害者自立支援の状況 

 

イ　件数　（請求明細書） （単位：件）

年度 受付 返戻 決定 過誤 確定
前年比

（伸び率）

20年度 90,867 543 90,324 1,354 88,970 -
21年度 98,931 450 98,481 3,331 95,150 6.95%
22年度 108,443 191 108,252 3,159 105,093 10.45%

※４月審査分～３月審査分  

ロ　費用額 （単位：千円）

年度 受付 返戻 決定 過誤 確定
前年比

（伸び率）

20年度 11,265,716 55,254 11,210,462 144,198 11,066,264 -

21年度 13,112,463 49,060 13,063,403 379,394 12,684,009 14.62%

22年度 14,863,238 23,723 14,839,515 559,650 14,279,865 12.58%

※４月審査分～３月審査分  

 

 

 

 

 

 



ハ　支払額 （単位：千円）

年度 介護給付費
介護特別
対 策 費

特定障害者
特別給付費

高額障害者
サービス費

自治体
助成金

合計
前年比

（伸び率）

20年度 10,418,999 88,505 412,063 601 246 10,920,414 －

21年度 11,829,363 119,365 395,839 1,763 61 12,346,391 13.06%

22年度 13,295,368 214,509 376,589 2,858 0 13,889,324 12.50%

※３月審査分～２月審査分  

  

 

（４） 特定健康診査・特定保健指導等に関する事業 

受診率向上支援に向けた取り組みとして、新たに保険者毎に年齢階層別・性別・ 

地区別受診率についての状況表を作成し、保険者の支援を行った。 

平成２２年度の大分県における特定健診の受診率（平成２３年４月２７日現在

の速報値）は３８．１２％で同年県の目標率４９％を１０．８８ポイント下回っ

ている。 

 

イ　特定健康診査の受診状況及び特定保健指導の終了者状況 （単位：人）

受診者数 受診率 修了者数 終了率

75,826 35.46% 2,955 22.15%

77,904 36.81% 3,272 26.33%

79,803 38.12% 1,027 8.40%

49.00% 35.00%

65.00% 45.00%

　※市町村国保の数値

21年度(確定値）

12,244

24年度国目標率

22年度(速報値）

22年度県目標率

年度

20年度(確定値）

健診対象者数 指導対象者数

213,825

211,638

209,343

13,342

12,429

 

 

ロ　費用決済の状況

件数（件）
前年比

（伸び率）
件数（件）

前年比

（伸び率）

87,860 15.60% 2,673 -8.40%

件数（件） 前年比

（伸び率）

35,306 14.70%

　※３月処理分～２月処理分

22年度

年度

22年度

年度
特定保健指導

支払額（千円） 支払額（千円）

486,954 12,317

後期高齢者健康診査

支払額（千円）

特定健康診査

183,133

 

ハ　受診券、利用券の作成

後期高齢者医療健康診査

特定健康診査 9 88,214

180,3691

区　　分 受託保険者数 作成枚数（枚）

 

 

 

 

 



（５） 保健事業 

  ① 医療費、疾病分類等の統計作成及び分析業務の充実 

イ 国保被保険者の疾病傾向を把握し、健康づくり事業、特定保健指導等の保健事

業推進の基礎とするため２種類の疾病分類統計データを作成した。あわせて、疾

病中分類データについては、疾病分類統計表として冊子にした。 

 中分類１２１疾病の分類 ・対象：当該年度５月診療分の入院、入院外、歯科のレ

 データの作成 　　　　セプト（国保・後期高齢者）

・方法：診療報酬明細書（レセプト）上の主要疾病を疾

　　　　病中分類（１２１分類）別に抽出・集計したも

　　　　のを基に表の作成とグラフ化

・疾病状況等の実態把握、地域に応じた保健事業の推進

　のための資料として市町村に提供(１８０冊）

 生活習慣病２８疾病の分類 ・対象：当該年度５月診療分（７４歳まで）の医科レセ

 データの作成 　　　　プト

・方法：レセプトの傷病名欄に記載されたすべての対象

　　　　疾病（２８疾病）の抽出

・医療費分析支援システムよるデータ提供

実施した事業 内 　 容

 

 

ロ 『大分県市町村国保のすがた』の作成 

     各市町村の国保事業の充実のため、市町村の一般状況、財政状況、保険税、一

人当たりの医療費や主な保健事業、医療機関等の状況を、過去３年間分掲載した

資料を作成し、市町村等へ配布した。（１００冊） 

 

ハ 被保険者配布用パンフレット『健康おおいた』の作成 

     被保険者の生活習慣病予防への意識を高め、特定健診・特定保健指導の受診勧

奨となるよう『健康おおいた』を作成した。（１２万部） 

 

   ニ 保険者向け医療費分析（モデル市町村） 

     豊後高田市と日出町をモデル市町村として、国保被保険者の状況、医療費諸率、

疾病分類、医療の供給体制及び被保険者の受診動向などから、医療費の現状分析

を行った。 

 

② 特定健診・特定保健指導の効率的・効果的な実施への支援 

国保担当者及び保健師等に対し生活習慣病予防対策を担う人材育成を目的に、健

診・レセプトデータを活用した生活習慣病管理研修会を３回（９月・１２月・３月）

開催し、延べ１７２名が出席した。研修会資料として作成した特定健診等の評価指

標データを基に県内比較を行い、地域の特性や県内での位置づけ等についての現状

把握を行った。 

また、医療保険者における特定健診・特定保健指導事業の企画、立案、評価能力 

 

 



及び保健指導の質の向上のため、事業実施者に対して特定保健指導プログラム研 

修を開催し、延べ４５０名が出席した。 

 

  ③ 市町村保健師のスキルアップ支援 

事業量の増大に伴い複雑多岐になっている市町村保健活動において、社会背景や

地域の特性を生かした「地区活動」ができるよう情報提供を行うとともに、市町村

が開催する検討会・研修会を支援し、保健師の実践力の向上及び現任教育体制の強

化を図った。（７市町村・４保健所に計１６回、延べ１６６名の保健師、栄養士等に

実施） 

 

 

（６） 保険者事務共同事業 

  ① 保険者事務共同電算処理事業 

    イ 電算処理の効率化を図るため、レセプト審査支払等の「国保総合システム」の

平成２３年５月稼働を予定していた。しかしながら、国保中央会のシステム開発

の遅れ、さらには東日本大震災の影響もあり稼働が遅延しているが、平成２３年

度のできるだけ早い時期の本稼働を目指している。 

 

ロ 情報セキュリティ基本方針の策定と併せ、情報セキュリティポリシーに基づい

た職員向け「実施手順書」を作成し、これに沿ったセキュリティ対策を実施した。 

     

ハ 高額医療・高額介護合算における仮算定及び本算定の電算処理を的確に行い、

療養費支給の保険者事務を支援した。 

     

ニ 後期高齢者医療広域連合から電算処理システムの運用業務を受託し、平成２２

年４月から処理を開始した。 

     

ホ 電算処理業務の品質向上を図るため、ＩＴアドバイザーによる電算処理プロセ

ス診断を実施した。このプロセス診断に基づいて、２３年度は電算処理業務の標

準化を図った。 

    

② 保険財政共同安定化事業・高額医療費共同事業 

      保険者財政共同安定化事業は、レセプト１件当り３０万円を超える医療費につい

て、各市町村からの拠出金を財源として、都道府県単位で費用負担調整し、保険税

の平準化を図るために実施した。また、高額医療費共同事業は、高額な医療費の発

生により保険財政に与える影響を緩和するための再保険制度として実施した。 

 

 

 

 

 

 



イ 保険財政共同安定化事業（レセプト１件当たり３０万円を超えるもの） 

交付金 拠出金

件数（件） （千円） （千円）

82,125 14,353,750 14,353,750

3.10%

＊対象医療費は、30万円を超えるものの8万円から80万円までの部分の合算額

保険財政共同安定化事業
区　分

対象医療費（千円）

35,606,545

4.29%

２２年度

前年比（伸び率） 15.25%

 

 

ロ 高額医療費共同事業（レセプト１件当たり８０万円を超えるもの） 

交付金 拠出金

件数（件）  （千円）  （千円）

13,494 2,415,623 2,415,623

9.94%

＊対象医療費は、80万円を超える部分の合算額

前年比（伸び率） 14.55%

22年度

区　分
対象医療費（千円）

6,980,295

高額医療費共同事業

23.69%

 

 

ハ 超高額医療費共同事業（レセプト１件当たり４２０万円を超えるもの） 

交付金 拠出金

件数（件） （千円） （千円）

48 51,584 38,393

1.00% -6.99% 30.65%

※対象医療費は、420万円を超えるものの200万円を超える部分の合算額

22年度

区　分

294,723

対象医療費（千円）

-11.35%前年比（伸び率）

超高額医療費共同事業

 

 

③ 広報共同事業 

県民に幅広く国民健康保険への理解を得るため、マスメディア等を活用した広報

を実施するとともに、国保連合会ホームページに医療費情報、健康関連情報、介護

保険情報等を掲載し、迅速かつ効果的な広報を推進した。 

 

イ ２分間番組「こくほヘルシートーク」（放送回数：延べ１５６回） 

 大分放送（ＯＢＳ） 〔国民健康保険のしくみ〕

 テレビ大分（ＴＯＳ）  ・制度の目的・給付について

 大分朝日放送（ＯＡＢ） 平成２３年  ・届出・資格得喪について

 ・特定健診・特定保健指導について

 ・保険税収納率向上

〔健康づくり〕

 ・かかりつけ医・食生活・運動について

〔出演タレント〕

　吉四六、三遊亭　歌奴

放送社名 放送期間 番　組　内　容

平成２２年

４月～９月

１月～３月

 

 

 

 

 



ロ テレビスポットＣＭ（放送回数：延べ１９２回） 

  〔佐賀県、長崎県、熊本県、大分県の九州４県による共同制作〕 

 大分放送（ＯＢＳ） ・健康診断受診促進

 テレビ大分（ＴＯＳ） ・保険税収納促進

 大分朝日放送（ＯＡＢ） 平成２３年 ・健康づくり

〔出演タレント〕

　哀川　翔、安　めぐみ

放送社名 放送期間 番　組　内　容

平成２２年

４月～５月

１月～３月

 

 

ハ ラジオスポットＣＭ（放送回数：延べ７２回） 

   〔佐賀県、長崎県、熊本県、大分県の九州４県による共同制作〕 

 大分放送（ＯＢＳ） ・健康診断受診促進

 ＦＭ大分 ・保険税収納促進

平成２３年 ・健康づくり

〔出演タレント〕

　哀川　翔、安　めぐみ

放送社名 放送期間 番　組　内　容

平成２２年

４月～５月

１月～３月

 

ニ 国保税収納促進用ポスターの制作   

     九州４県で共同制作した媒体を活用して、国保税の収納率向上を目指した。 

（３００枚）   

   

ホ 国保税収納促進新聞広告   

     新聞広告により、被保険者に対しての国保税収納促進の啓発を行った。 

    

ヘ 健康づくり標語の募集   

     健康に対する住民意識を向上するための手段として、健康づくりに関する標語

を募集し、優秀作品を大分の国保に掲載した。   

   

ト ホームページの充実（大分県国保連合会及び大分県保険者協議会）   

     国民健康保険制度や介護保険制度等を紹介し、タイムリーな情報提供を行った。

また、Ｗｅｂ版「大分の国保」を掲載した。     

 

チ ジェネリック医薬品使用促進   

     医療費適正化のため、ジェネリック医薬品について被保険者教育用パンフレッ

トを作成した。また、ジェネリック医薬品希望カードの保険者への斡旋を行った。 

 

 

 

 



④ 第三者行為損害賠償求償事務共同事業 

    医療費適正化に寄与するため、第三者行為の発見に努めるとともに、損害賠償金

の適正な受領に努めた。 

 

イ 第三者行為損害賠償求償事務共同事業損害賠償金請求・受領状況 

件数（件）
前年比

（伸び率）
件数（件）

前年比

（伸び率）

762 1.95% 719 8.31%

68 37.68% 49 -2.79%

379 -5.20% 335 -10.53%

1,209 0.13% 1,103 -1.54%

国保 292,257 181,515

区分
請　　　　求 受　　　　領

金　額（千円） 金　額（千円）

合計 591,432 361,878

介護 35,276 18,564

後期高齢 263,899 161,799

 

 

ロ 保険者個別指導実施状況 

     保険者の第三者行為損害賠償求償事務を支援するために、６保険者（延べ１０

回）を巡回訪問した。新任担当者をはじめとした各担当者に窓口業務の対応、委

任する上での注意点などについての説明、助言を行った。 

 

 

（７） その他 

① 妊婦乳児健康診査費の審査支払業務 

      平成２２年４月から妊婦乳児健康診査費単価が変更され、あわせて、市町村毎に

単価が異なることから大幅なシステムの変更等を行い、請求支払処理に支障をきた

さない対応を行った。 

 

② 出産育児一時金等の請求支払業務 

      平成２２年４月より分娩機関への配慮のため正常分娩の支払回数が１月２回とな

ったことから、業務フローの見直しを図り、円滑な支払ができるよう努めた。 


